
令和６年７月25日からの大雨による農業被害に対する 
支援の充実強化を求める意見書 

 

本県では、令和６年７月25日から26日にかけて記録的な大雨に見舞われ、県北部

を中心に連続して発生した線状降水帯は、本県の風水害として過去最大の甚大な被

害をもたらした。 

特に、本県の基盤産業である農業においては、農作物の浸水・冠水、農業施設・農

業用機械の浸水、農地の流出、農地・園地への流木や土砂の流入などが発生し、本県

農林水産業の被害は県内33市町村に及び、被害額は332億円に上っている。 

本県においては、関係市町村等と連携し、応急対策、災害復旧に全力で取り組ん

でいるところであるが、この度の大雨では多数の農地・農業施設が被災したため、

次期作付けまでに復旧が間に合わず、作付け面積が縮小し、翌年の大幅な収入減少

が見込まれている。さらには、既存の収入保険制度において、昨今の米価の上昇に

より基準収入を下回らず、被災により失われた収入について、補償に至らないケー

スが多発している状況である。 

近年の異常気象による度重なる被害に加え、ウクライナ情勢や円安の影響等によ

る肥料や飼料等の農業生産資材の高騰により、本県の生産現場や事業者の間では事

業継続の断念や意欲減退の声が広がっているが、これは、農業を取り巻く全国的な

課題であり、本県の基盤産業である農業の衰退も懸念されるところである。 

よって、国においては、被害を受けた農業者が希望を持って営農を継続し、一日

も早い経営再建を実現するため、下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 被害を受けた農業者の再生産や経営再建に向けた意欲を減退させることのない

よう、農地の災害復旧が間に合わないことによる次期作付けの減少に対し、新た

な支援策を講じること。 

２ 被害を受けた農業者に対して、災害による逸失利益への補填がなされるなどの

新しい保険や制度を創設すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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